
2025年度日本建築学会 
関東支部研究報告集  

2026 年 3 月  

4 
 

5． 上部建物の水平変形挙動に関する考察 

 3 章の水平変位データをフィルタ処理して長周期成分
（季節成分）とそれ以外の短周期（日変動成分）に分離し

た上で、建物上部基礎版の変形過程を図示した結果を図 8
および図 9に示す。ここで、フィルタ処理には窓幅 7日の
メジアンフィルタを用いており、図 8は季節的に温度が下
降していく 4か月間の季節変形過程を、図 9は夏季晴天時
に気温が上昇していく 6時から 15時までの日変動変形過
程を図示した。なお、変形量が小さいため、実際の変形量

を図 8では 10000倍に、図 9では 50000倍に拡大した。 
 免震層下側の下部基礎版が変形しないと仮定すると、図

8からは、季節的に温度が下降するにつれて、上部基礎版
が東西方向に収縮すると同時に、北面の収縮の進行が南面

よりも早いために北側遠方を曲率中心とするような扇形

の変形が現れている。また、図 9からは、日照が強くかつ
外気温が上昇するにつれて、南面が膨脹、北面が収縮する

扇形の同じ変形となっている。季節的に温度が下降する過

程と昼間温度が上昇する過程において、上部基礎版の扇形

の反る向きが同じになるのは興味深い現象である。 
 

6． まとめ 

 新築免震建物の常時変位と温度の時系列な変動な特徴

を考察するとともに、積層ゴムの鉛直変位挙動および上部

基礎版の水平変形挙動を分析し、以下の知見を得た。 
1) 免震層の相対変位波形のうち、水平成分には季節的変
動に加えて日変動成分が含まれる。鉛直成分には、日

変動成分は現れず、季節的な変動が卓越する。 

2) 鉛直成分の季節的な変動は、積層ゴム表面温度と完全
相関の関係にある。この相関性を示す傾きは積層ゴム

をゴム板と鋼板の直列バネと仮定して求めた線膨張

係数よりも大きく、積層構造やゴム板拘束効果に起因

した熱応力メカニズムが作用していると予想される。 

3) 水平成分の季節変動と日変動には、上部基礎版が北側
を中心とする扇形の変形モードが現れる。季節温度下

降と昼間温度上昇という異なる作用を受けるにも係

わらず、上部基礎版が同じ変形になるのは興味深い。 
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表 1 積層ゴムの仕様 
ゴム外径[mm] φ800 φ850 

フランジ間[mm] 374 349 
ゴム総厚[mm] 199.8 199.5 
鋼材厚[mm] 174.4 149.6 
変位治具[mm] 300 300 

線膨張係数 (×10-6)/K 

積層ゴム単体 122.9 130.7 
変位治具考慮(注) 103.6 110.0 

(注)アルミ治具温度伸縮を考慮した見かけの 
  積層ゴムの線膨張係数の修正値を示す. 

図 7．温度－鉛直変形関係図 

 
図 8．夏季から冬季の季節変動による上部基礎版変形

 

 
図 9 昼間日変動による上部基礎版変形過程 

変形量の日変動

成分を 50000倍
に拡大して表示 

変形量の日変動

成分を 10000倍
に拡大して表示 
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直下型地震動を受ける超高層免震建物の地震応答解析 
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1． はじめに 
 平成 7年（1995年）兵庫県南部地震の直下型地震によ
り、建物被害が多く発生した。その際に免震構造の建物の

有効性が確認され、周知されたことにより、免震構造は

1995 年以降多くの建物に適用されだした[1]。免震構造は

建物の地震応答を低減させる有効な手段として普及が進

み、高層建物にも採用されている。しかしながら、平成 23
年（2011年）東北地方太平洋沖地震、平成 28年（2016
年）熊本地震、令和 6 年能登半島地震を始めとし、建築
基準法で定める範囲を超える大地震動が観測されている。

特に断層近傍で生じる地震では地表付近での強い地震動

により、免震層が想定外の大きな変形や加速度を生じる

可能性がある。免震建物では、免震層に設けられるクリア

ランスがその最大変位を考慮して設けられており、60cm
とされているものが多い。想定外の大地震動に対しては

このクリアランスを超過する可能性がある。このような

大地震が大都市圏で発生すると多大な被害が発生すると

考えられる。大阪府域を縦断する上町断層帯は都市直下

で活動する活断層であり、大阪府が公表した想定地震動

は建築基準法で規定される設計地震動を大きく上回る。

このような地震動特性下では、上町断層の地震動を免震

建物が受ける場合、既設計建物の応答について、14の免
震建物が選定され検討されているに過ぎない[4]。上町断層

帯地震のような都市直下型地震に対する免震建物（超高

層建物 470 棟の 2 割以上を占める[5]）の応答を調査する

ことは重要である。 
本研究の目的は、上町断層帯地震に対する超高層免震

建物の免震層変位の応答特性を調査し、擁壁への衝突問

題について言及することである。 
 
2．研究方法 
本研究では、上町断層帯地震を対象とし高層免震建物

の地震応答を解析する。解析には時刻歴応答解析プログ

ラム Dynamic PRO を用いる。入力地震動は上町断層帯
地震の想定地震動[4]を採用する。そこから免震層最大変位

を算出し、擁壁への衝突について検討する。 

3． 例題 
3.1 建物モデルの概要 
 本研究では、免震構造の特性の違いが地震応答に及ぼ

す影響を検討するため、4つのモデルを用意した。各モデ
ルは比較可能となるよう設定し、作成した。モデル概要を

表 1に示す。構造種別は全て RC造とする。 
 

表 1 設定建物モデルの概要[2]  

 
 次に各モデルに作成した免震装置について述べる。免

震装置には、ゴム高分子に特殊な重鎮材を加えた配合に

よってゴム材料自体に高いエネルギー吸収性能を与えた

積層ゴムである高減衰ゴムを用いた[3]。この免震装置を用

いて免震層を作成する。免震層を作成する手順は免震装

置一つあたりに抱え宇面圧を算出する。そして免震装置

の製品仕様書[3]から前文で求めた面圧を上回る座屈面圧

性能を持つ製品を特定する。そして特定した免震装置の

水平剛性を基に免震層全体の剛性を算定する。よって、免

震層作成手順とする。全モデルで最低限の性能を持つ免

震装置を採用した。各建物の固有周期を表 2に示す。 
 

表 2 建物モデルの固有周期 
 
 
 
 
 

 
Seismic response analysis of a high-rise base-isolated buildings 
subjected to near-field earthquake motions 

 
KURODA Mao, KAWAMURA Saki,  

SHOJO Naoya, NAGANO Yasuyuki

25階モデル 30階モデル 47階モデル 70階モデル
建築高さ(m) 100 93 150 243
固有周期(s) 2.00 1.98 2.96 4.86
総重量(kN) 187500 356261 857419 1513733

柱本数 32 35 57 64
塑性タイプ 線形 線形 線形 線形
減衰タイプ 剛性比例型 剛性比例型 剛性比例型 剛性比例型

減衰定数 0.02 0.02 0.02 0.02

耐震 免震

25階モデル 2.00 3.71
30階モデル 1.98 4.19
47階モデル 2.96 5.16
70階モデル 4.86 8.97

建築モデル
固有周期(s)
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3.2 入力地震動 
地震応答の解析において、日本建築構造技術者協会 関

西支部 大震研委員会が公開している地震動を採用した。
また、上町断層帯の地域をいくつかに分割し、地震のレベ

ルは予測地震大きさのうち平均的なレベルの 3A、より安
全性を高めたレベルの 3B、特段に高い安全性を高めるレ
ベルの 3Cの 3つの段階を採用し、解析する。本研究では
フラットタイプの地震動を活用した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 大阪府の区域分類[4]より転載 

 
4．解析結果 
 本節では Dynamic PRO を用いて出た解析結果を 4 つ
のモデルごとに分析する。 
まず、25階モデルを分析する。NS方向において、3Aの

レベルでは A3 の地域のみ層間変位がクリアランスの 60
㎝を超えている。それ以外の A2、A5、A8、D6の地域は
層間変位が 60 ㎝以下の値を示した。層間変位の値が多い
地域順は D6、A3、A2、A8、A5である。3Bのレベルでは
A2、A3、A5、A8、D6 の地域は層間変位が 60 ㎝を超え
た。一方、A8の地域のみ層間変位が 60㎝以下となった。
層間変位の値が大きい地域順は A3、D6、A2、A8、A5で
ある。3Cのレベルでは全ての地域で層間変位の値が 60㎝
を超えた。層間変位の値が大きい地域順は A3、A2、D6、
A8、A5である。EW方向において、3Aのレベルでは A2、
A5の地域は層間変位が 60㎝を超えたが、A3、A8、D6の
地域では 60 ㎝以下となる。層間変位の値が大きい地域順
は A2、A3、D6、A8、A5である。3B、3Cのレベルでは
全ての地域で層間変位が 60㎝を超えたが、3Bより 3Cの
層間変位の方が 60㎝を大幅に超えた。3Bのレベルにおい
て層間変位の値が大きい順は A3、D6、A2、A8、A5であ
る。3C のレベルにおいては A3、A2、D6、A8、A5 であ
る。NS方向と EW方向の両方に共通していることは各レ
ベルにおいて最小値は全て A5の地域である。 
 次に、30階モデルを分析する。NS方向において、3Aの

レベルでは A3、D6 の地域は層間変位が 60 ㎝を超える。
A2、A5、A8の地域は 60㎝以下を示した。層間変位の値
が大きい地域順は D6、A3、A5、A2、A8 である。3B の
地域では 3A と同様の結果を示した。3B のレベルにおけ
る層間変位の値が大きい地域順は A3、D6、A5、A2、A8
である。3C のレベルでは全ての地域において層間変位が
60 ㎝以上を示した。層間変位の値が大きい地域順は A3、
D6、A2、A8、A5である。NS方向において、A3、D6の
地域は各レベルにおいて層間変位の値が大きかった。EW
方向において、3Aのレベルでは A5、D6の地域は層間変
位が 60 ㎝を示した。A2、A3、A8 の地域は 60 ㎝以下を
示した。層間変位の値が大きい地域順は A5、D6、A2、A3、
A8 である。3B、3C のレベルでは両者どの地域も層間変
位が 60㎝以上を示したが、3Cの方が大幅に 60㎝を上回
った。3B と 3C のレベルにおける層間変位の値が大きい
地域順は両者とも A5、D6、A3、A8、A2である。 
 次に 47階モデルを分析する。NS方向において、3Aの
レベルでは全ての地域の層間変位が 60 ㎝以下の値を示し
た。層間変位の値が大きい地域順は D6、A3、A2、A8、A5
である。3B のレベルでは、A3、D6 の地域は層間変位が
60㎝以上を示し、A2、A3、A5、A8の地域は 60㎝以下を
示した。層間変位の値が大きい地域順は A3、D6、A2、A8、
A5 である。3C のレベルでは全ての地域の層間変位が 60
㎝以上の値を示した。層間変位の値が大きい地域順は A3、
A2、D6、A8、A5である。EW方向において、3Aのレベ
ルでは全ての地域の層間変位が 60 ㎝以下を示した。層間
変位の値が大きい地域順は A2、A3、D6、A8、A5である。
3B、3C のレベルでは全ての地域において層間変位が 60
㎝を超えていた。3B のレベルにおいて、層間変位の値が
大きい地域順は A3、D6、A2、A8、A5 である。3C のレ
ベルにおいて、層間変位の値が大きい地域順は A3、A2、
D6、A8、A5である。NS方向と EW方向の両者に共通し
ていることは、どのレベル・地域において A5の地域の層
間変位が最小値を示す。 
 最後に 70階モデルを分析する。NS方向において、3A、
3B、3C の全てのレベルにおいて各地域の層間変位が 60
㎝以下を示した。3A のレベルにおいて、層間変位の値が
大きい地域順は A3、D6、A8、A2、A5である。3Bと 3C
は両者とも、層間変位の値が大きい地域順は A3、A8、D6、
A2、A5である。EW方向において、3A、3B、3Cの全て
のレベルで各地域層間変位が 60 ㎝以下を示した。また、
3A、3B、3Cのレベルにおいて、層間変位の値が大きい地
域順は全て A2、A3、A8、D6、A5である。NS方向と EW
方向の両者に共通していることは層間変位の最小値は A5
の地域である。 
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のモデルごとに分析する。 
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た。一方、A8の地域のみ層間変位が 60㎝以下となった。
層間変位の値が大きい地域順は A3、D6、A2、A8、A5で
ある。3Cのレベルでは全ての地域で層間変位の値が 60㎝
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示した。層間変位の値が大きい地域順は A5、D6、A2、A3、
A8 である。3B、3C のレベルでは両者どの地域も層間変
位が 60㎝以上を示したが、3Cの方が大幅に 60㎝を上回
った。3B と 3C のレベルにおける層間変位の値が大きい
地域順は両者とも A5、D6、A3、A8、A2である。 
 次に 47階モデルを分析する。NS方向において、3Aの
レベルでは全ての地域の層間変位が 60 ㎝以下の値を示し
た。層間変位の値が大きい地域順は D6、A3、A2、A8、A5
である。3B のレベルでは、A3、D6 の地域は層間変位が
60㎝以上を示し、A2、A3、A5、A8の地域は 60㎝以下を
示した。層間変位の値が大きい地域順は A3、D6、A2、A8、
A5 である。3C のレベルでは全ての地域の層間変位が 60
㎝以上の値を示した。層間変位の値が大きい地域順は A3、
A2、D6、A8、A5である。EW方向において、3Aのレベ
ルでは全ての地域の層間変位が 60 ㎝以下を示した。層間
変位の値が大きい地域順は A2、A3、D6、A8、A5である。
3B、3C のレベルでは全ての地域において層間変位が 60
㎝を超えていた。3B のレベルにおいて、層間変位の値が
大きい地域順は A3、D6、A2、A8、A5 である。3C のレ
ベルにおいて、層間変位の値が大きい地域順は A3、A2、
D6、A8、A5である。NS方向と EW方向の両者に共通し
ていることは、どのレベル・地域において A5の地域の層
間変位が最小値を示す。 
 最後に 70階モデルを分析する。NS方向において、3A、
3B、3C の全てのレベルにおいて各地域の層間変位が 60
㎝以下を示した。3A のレベルにおいて、層間変位の値が
大きい地域順は A3、D6、A8、A2、A5である。3Bと 3C
は両者とも、層間変位の値が大きい地域順は A3、A8、D6、
A2、A5である。EW方向において、3A、3B、3Cの全て
のレベルで各地域層間変位が 60 ㎝以下を示した。また、
3A、3B、3Cのレベルにおいて、層間変位の値が大きい地
域順は全て A2、A3、A8、D6、A5である。NS方向と EW
方向の両者に共通していることは層間変位の最小値は A5
の地域である。 
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図 2 各建物モデルの免震層最大変位 

― 351―



2025年度日本建築学会 
関東支部研究報告集  

2026 年 3 月  

4 
 

 
4． まとめ 
 本研究では、上町断層帯地震を入力地震動とし、4つの
高さの異なる高層免震建物の地震応答として得られる免

震層最大変位の値を検討した。 
 結果として 3A→3B→3C と 3 段階のレベルが上がるご
とに４つのモデルのどの地域においても層間変位の値は

大きくなった。この傾向は NS方向および EW方向の両者
において一貫している。層間変位の大小関係は、モデルの

高さや方向が異なっても大きく変化しない。層間変位にお

いて、NS方向より EW方向の方が層間変位の値が大きく
なった。また、25階、30階、47階のモデルでは 3Cのレ
ベルにおいて多くの地域で層間変位がクリアランスであ

る 60 ㎝を超過している。この結果からクリアランス超過
における衝突はやむを得ない結果となった。 
 一方で、70 階モデルのような免震層を通常より硬い設
計の物にすると全てのレベル・地域で 60㎝以下となった。 
 今後の展望として、25階モデル、30階モデル、47階モ
デルの免震層を硬く設計したり、ダンパーを入れたりする

など、免震層の設定を操作することで、3C のレベルでも
耐えることが出来るのか解析し、調査していく。 
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付録 
 地震応答解析用の耐震モデルと免震モデルに入力地震

動（告示波、JMA神戸 NS位相、極稀レベル）を入力した
時の応答結果を以下に参考に示す。付図 1に最大絶対加速
度応答、付図 2に最大層間変位角（上部構造）、付図 3 に
最大層間変位応答を示す。 
 

 
付図 1 最大絶対加速度応答 

 
 

 
付図 2 最大層間変形角（上部構造） 

 

 
付図 3 最大層間変位応答 
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